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研究成果の概要（和文）：　小中一貫、ネットワーク化、拠点校システム、特認校、コミュニティスクールなど、学校
再配置に関わる内外の複数自治体・学校調査を実施し、それらを「アイディアの政治」理論枠組みから分析した。その
結果、①各自治体が定義付けする「適正規模・配置」は、再配置の政策立案・実施のきっかけに過ぎないこと、②学校
再配置のプロセスとダイナミクスにはバリエーションはあるが、③各自治体が調達する学校規模基準が国の適正規模基
準から逸脱することは一部の例外（極小規模自治体）を除いて観察されず、学校再配置を巡っては「アイディア」が不
足したり、ワンパターン化していることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）： Investigation, for local educational governments and schools in and outside the c
ountry, were carried out, and they were analyzed on the "politics of idea" theoretical framework. As a res
ult, the following became clear. 
 First,"school size standard of the proper scale" which each local educational government defines are only
 the causes of the design of policy and implementation of relocation.Second, there is a variation and dyna
mics in the process of the school relocation, however, it is not observed that the school size standard wh
ich each local educational government supplies deviates from the national standard of the proper scale exc
ept for some exceptions(very small-scale local educational government).Therefore, school relocation runs s
hort of "ideas", or it has made it one-track.
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１． 研究開始当初の背景 
 
（1）適正規模・適正配置基準の根拠と規定
性 
現在、公立小中学校では、12～18 学級の

学校を適正規模、通学距離が小学校 4 ㎞、中
学校 6 ㎞圏内にある学校を適正配置として
いる。しかし周知の様に、適正規模・適正配
置の学校でこそ教育効果を挙げやすいとい
う検証は行われておらず、その根拠自体も共
有されているとは言い難い。ただし、現職教
員は適正規模の学校を適正と考える傾向が
あり（天笠他 2008）、学校の配置状況をみて
も、地域によって差はあるものの、全国的に
みるとできる限り通学距離基準を満たすよ
うに学校配置がなされてきている現状があ
る（貞広 2007）。つまり、その根拠は別とし
て、適正規模、適正配置の基準はともに、条
件整備と教育活動に一定の規定性を持って
きたことは間違いない。 

 
（2）社会環境の変化と適正規模・適正配置
の政治的イシュー化 

しかしながら、少子高齢化の進展を背景に、
従来の適正規模、適正配置の学校を維持でき
ない地域が増加している。今後は、それがむ
しろ「一般化」し、適正規模・適正配置の学
校が例外的になる自体も予測されている。複
式学級の学校が平均的学校像になる地域も
少なくない（貞広 2010）。更に、このような
少子高齢化の進展は、学校の適正配置・適正
規模が政治的イシュ－になる状況を生み、首
長選挙の最大のテーマとなって争われるこ
とも見られるようになった。 

これらの状況に対応する方法としては、あ
くまでも適正規模・適正配置基準に合わせて
学校統廃合などで現状を調整する方法（基準
優先）と、むしろ現状にあわせて基準を見直
す方法（現状優先）、およびそれ以外のシス
テムを構築する必要があろうが、例えば第一
の方法をとるに当たっては、適正規模・配置
が子どもや教育活動にとって効果的である
という前提が必要である。 
 
（3）基準自体を再吟味する必要性：これま
での研究成果から着想に至った経緯 

本研究申請の研究組織は、これまでも学校
適正規模・適正配置に関する実証的研究を続
けてきた。それらの研究成果から、適正規
模・適正配置のいずれにおいても、一つの適
正の在り方や標準的な学校は存在せず、教員、
学校、教育委員会は、与えられた現状にあわ
せて適正の基準を調整したり、逆に現状を適
正に調整する諸手立てをこうじたりするこ
とで、対応していることが明らかになってい
る。 

このことから、適正規模・適正配置のいず
れをとってみても、絶対的な基準ではなく、
むしろある時代、ある地域の「現状」や政治
的・経済的に許容される状態が、後付的に「基

準化」し、内面化されていったに過ぎず、従
って今現在も状況の変化に対応して調整さ
れつつある過程にあのではないか、との着想
を得るに至った。本研究申請は、上記の研究
を引き継ぐものであるのではないか、との着
想を得るに至った。本研究申請は、上記の研
究を引き継ぐものである。 

 
２． 研究の目的 

 
本研究は、公立小中学校の「適正」な規模

と配置に、特定の基準が適用される妥当性を
問い、①現在の適正規模・適正配置基準とは、
ある一時点での「現状」や政治的・経済的に
許容される条件が後付的に基準化され、定着
したものであり、その後は、②基準の存在が
学校の教育活動や教員の意識を規定してき
たこと、ただし③その基準も、社会的環境等
の変化により、地域や学校、更には政治的に
再定義されつつあることを明らかにする。こ
れらの検証によって、各地域・各学校におい
て最適な編成を可能にする新たな定数算出
の方法の構想をめざし、過密・過疎対策とし
て適正規模・適正配置を模索する全国の自治
体や学校に対応のための手立てを明示した
い。 

 
３． 研究の方法 
本研究組織は、学校規模・学校配置研究を

リードする研究者 7 名で組織され、多角的ア
プローチでの調査研究を計画しているが、研
究の機動性を高めるため、研究対象と研究手
法を勘案して6つの班を構成して研究をすす
める。班は、（1）理論班、（2）歴史班、（3）
実証班－（A）（定量的なマクロ現状分析・予
測を担当）、（4）実証班－（B）（定性的な学
校対象分析を担当）、（5）特殊事例収集・分
析班-（A）国内班、（6）特殊事例収集・分析
班-（B）外国班から成り、各班の責任者は、
各々研究活動を統括する。このうち、（1）～
（3）班は、その知見を研究組織全体へ提 
供する必要から、研究期間の前半に集中して
研究をすすめ、（4）～（6）班は、初年度に
調査対象者との調整と一部調査の先行実施
を行った上で、2 年度を中心に本調査を実施
する。情報共有の視点からは、全体会議を行
うとともに、情報集積拠点を設けて、データ
の保存・管理を徹底する。 
 
４． 研究成果 
まず、国内研究においては、小中一貫、ネ

ットワーク化、拠点校システム、特認校、コ
ミュニティスクールなど、学校再配置に関わ
る複数事例の自治体・学校調査を実施した。 
調査と平行し、結果を整理する理論枠組みと
して、「アイディアの政治」を採用し、事例
と理論を往還することで、その精緻化を目指
した。 
その結果、①各自治体は、何らかの「適正

規模・配置」の基準や許容できる学校規模等



の定義付けを行っているが、それらの基準づ
くりはあくまでも再配置の政策立案・実施を
行うためのきっかけ、大義名分に過ぎず、い
うなれば学校再配置の通過儀礼的特性を持
っていること、②学校再配置のプロセスとダ
イナミクスにはバリエーションはあるもの
の、③各自治体が自己調達（定義）した基準
が、12－18 学級という国の適正規模基準から
逸脱することは一部の例外（極小規模自治
体）を除いては観察されず、「アイディア」
の不足・貧困、ワンパターン化している状況
が検証された。 
一方、諸外国研究については、学校再配置

政策がドラスティックに展開されている韓
国に研究対象を拡大し、その配置基準の変遷
や小規模校活性化政策（田園学校事業）を分
析し、今後の学校再配置政策についての一方
向性を示した。 
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